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北本市会計年度任用職員の報酬等に関する条例 

 

 （趣旨） 

第１条 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）

に対する報酬、費用弁償、給料及び手当については、この条例の定め

るところによる。 

 （報酬等） 

第２条 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以下

「第１号会計年度任用職員」という。）に対しては、報酬及び期末手

当を支給する。 

２ 報酬の額は、月額、日額又は時間額で定めるものとする。 

３ 報酬の額は、次項から第６項までの規定により決定した報酬の額と

する。 

４ 月額の報酬を受ける第１号会計年度任用職員の報酬の額は、勤務１

月につき、北本市職員の給与に関する条例（昭和２８年条例第１号。

以下「給与条例」という。）別表第１に定める職務の級が２級である



場合における最高の号給の給料月額（以下「基準給料月額」という。）

に、その者について定められた１週間当たりの勤務時間を３８．７５

で除して得た数を乗じて得た額を超えない範囲内において規則で定め

る。 

５ 日額の報酬を受ける第１号会計年度任用職員の報酬の額は、勤務１

日につき、基準給料月額を２１で除して得た額に、その者について定

められた１日当たりの勤務時間を７．７５で除して得た数を乗じて得

た額を超えない範囲内において規則で定める。 

６ 時間額の報酬を受ける第１号会計年度任用職員の報酬の額は、勤務

１時間につき、基準給料月額を１６２．７５で除して得た額を超えな

い範囲内において規則で定める。 

７ 報酬の額は、第１号会計年度任用職員の職務の複雑、困難及び責任

の度に応じ、かつ、一般職の常勤職員の給与との権衡を考慮して定め

なければならない。 

８ 第２項から前項までに規定するもののほか、第１号会計年度任用職

員に対しては、一般職の常勤職員に支給される時間外勤務手当、休日

勤務手当及び夜間勤務手当に相当する報酬を規則で定めるところによ

り支給する。 

９ 期末手当は、６月以上の任用期間をもって任用された第１号会計年

度任用職員又は６月未満の任用期間をもって任用された規則で定める

第１号会計年度任用職員で、６月１日及び１２月１日（以下「基準日」

という。）にそれぞれ在職するもの（規則で定める者を除く。）に対

して支給する。 

１０ 期末手当の額は、規則で定めるところにより算定して得た期末手

当基礎額に１００分の７２．５を乗じて得た額に、次の表に掲げる基

準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じ、そ

れぞれ同表に定める割合を乗じて得た額とする。 

在 職 期 間 割 合 

６月 １００分の１００ 

５月以上６月未満 １００分の８０ 



３月以上５月未満 １００分の６０ 

３月未満 １００分の３０ 

１１ 前項に規定する在職期間の算定に必要な事項は、規則で定める。 

１２ 前３項に規定するもののほか、第１号会計年度任用職員の期末手

当の支給方法については、給与条例第１７条の２から第１７条の４ま

での規定の例による。 

 （報酬等の特例） 

第３条 特殊な専門的知識を必要とする業務に従事する第１号会計年度

任用職員であって規則で定める者に対する報酬の額は、前条第５項及

び第６項の規定にかかわらず、日額２０，０００円又は時間額５，０

００円を超えない範囲内において規則で定める。 

 （費用弁償） 

第４条 第１号会計年度任用職員が勤務のため、その住居と勤務公署と

の間を往復するとき及び職務のため旅行したときは、費用弁償を支給

する。 

２ 前項の費用弁償の額は、一般職の常勤職員に支給される通勤手当及

び旅費の額との権衡を考慮して規則で定める。 

 （給料等） 

第５条 地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員（以下

「第２号会計年度任用職員」という。）に対しては、給料、地域手当、

通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び期末手

当を支給する。 

２ 給料の額は、勤務１月につき、基準給料月額を超えない範囲内にお

いて規則で定める。 

３ 第２条第７項の規定は、第２号会計年度任用職員の給料の額につい

て準用する。 

４ 地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手

当及び期末手当は、一般職の常勤職員の例により支給する。ただし、

任期が６月未満の者その他の者であって規則で定めるものにあっては、

期末手当は支給しない。 

 （報酬等の減額） 



第６条 会計年度任用職員の報酬、給料及び手当の減額については、一

般職の常勤職員の給与の減額の例に準じて、規則で定める。 

 （支給方法） 

第７条 会計年度任用職員の報酬、費用弁償、給料及び手当は、月の初

日から末日までを計算期間とし、その月の翌月の２０日に支給するも

のとする。 

２ 報酬、費用弁償、給料及び手当（第２条第１項及び第５条第１項に

規定する手当に限る。）の支給方法については、第２条から前条まで

及び前項に規定するもののほか、一般職の常勤職員の例による。 

 （委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例の一部改正） 

２ 職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例（昭和２６年条例

第９号）の一部を次のように改正する。 

  第３条に次の１項を加える。 

 ４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１  

項の規定の適用については、同項中「３年を超えない範囲内」とあ

るのは「法第２２条の２第２項の規定に基づき任命権者が定める任

期の範囲内」とする。 

 （職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

３ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年条例第１０号）

の一部を次のように改正する。 

  第３条中「給料」の次に「の額（地方公務員法第２２条の２第１項

第１号に掲げる職員にあっては、北本市会計年度任用職員の報酬等に

関する条例（令和元年条例第  号）第２条第４項から第６項まで又

は第３条に規定する報酬の額）」を加える。 

  第４条第３項中「給与」を「給与」に改める。 



 （北本市職員の給与に関する条例の一部改正） 

４ 北本市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第３条第３項中「第１７条の４第１項」を「第１７条の６」に、

「すべて」を「全て」に改める。 

  第１７条の６を次のように改める。 

  （会計年度任用職員の給与） 

 第１７条の６ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員の給与については、他の職員の給与との権衡を考慮し、別

に条例で定める。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

５ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭

和３１年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

  別表中身体障害者相談員の項から外国語指導助手の項までを削り、

同表期日前投票所の投票立会人の項の次に次の１項を加える。 

学校運営協議会委員 年額 １０，０００円  

 （北本市職員定数条例の一部改正） 

６ 北本市職員定数条例（昭和３８年条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

  第１条中「（臨時」を「（臨時の職員（臨時の職に関する場合にお

いて臨時的に任用される職員に限る。）」に改める。 

 （北本市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例の一部改正） 

７ 北本市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例（昭和４２年条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  第５条第３号を次のように改める。 

  ⑶ その報酬が日額で定められている職員 負傷若しくは死亡の原

因である事故の発生の日又は診断によって疾病が確定した日にお

いてその者について定められていた報酬の額（その報酬の額が補

償基礎額として公正を欠くと認められる場合は、実施機関が市長

と協議して別に定める額） 



  第５条に次の２号を加える。 

  ⑷ 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与額

に準じて計算した額（その額が補償基礎額として公正を欠くと認

められる場合は、実施機関が市長と協議して別に定める額） 

  ⑸ 報酬が日額以外の方法によって定められている職員又は報酬及

び給料のない職員 前２号に掲げる者との均衡を考慮して実施機

関が市長と協議して定める額 

 （北本市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例の一部改正に伴う経過措置） 

８ 前項の規定による改正後の北本市議会の議員その他非常勤の職員の

公務災害補償等に関する条例第５条の規定は、この条例の施行の日以

後に支給すべき事由の生じた年金たる補償及び休業補償並びに同日前

に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る年金たる補償につい

て適用し、同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る年金

たる補償及び同日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、

なお従前の例による。 

 （北本市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

９ 北本市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４７

年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

  第５条を削り、第６条を第５条とし、第７条を第６条と、第８条を

第７条とする。 

 （北本市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

１０ 北本市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第８号）の

一部を次のように改正する。 

  第７条第２項中「している職員」の次に「（地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員（以下「会計年度任用職員」という。）を除く。）」を加える。 

  第８条中「した職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。）」を

加える。 

  第２０条の表第１７条の６の項を削る。 

  第２４条中「第１２条」の次に「（会計年度任用職員にあっては、



会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年条例第  号）第

６条）」を、「１時間当たりの給与額」の次に「（会計年度任用職員

にあっては、会計年度任用職員の報酬等に関する条例の規定により規

則で定めるものとされる勤務１時間当たりの報酬又は給与の額）」を

加える。 

 （北本市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

１１ 北本市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成８年条

例第９号）の一部を次のように改正する。 

  第１９条の見出し中「非常勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、

同条中「非常勤職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職

員を除く。）」を「地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計

年度任用職員」に、「市長が」を「規則の」に改める。 

 （北本市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

１２ 北本市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年

条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項第２号中「社団法人北本市シルバー人材センター」を

「公益社団法人北本市シルバー人材センター」に改め、同条第２項第

３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に、「条件附採用」を「条

件付採用」に改める。 

 （北本市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

１３ 北本市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年

条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「地方公務員法」の次に「第２２条の２第１項第２号に掲

げる職員及び同法」を加える。 

 （北本市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

１４ 北本市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１９年条

例第３２号）の一部を次のように改正する。 

  第１０条第４項中「、第１６条第２項及び第１７条の６」を「及び

第１６条第２項」に改め、「、給与条例第１７条の６中「再任用短時

間勤務職員」とあるのは「任期付短時間勤務職員」と」を削る。 


